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名前 竹迫 純一 （たけさこ じゅんいち）

診断士活動

2018年11月登録 2019年5月から城南支部入会

2023 ナンパクプロジェクト (はじめました。)

財務診断研究会発表実績

2020年5月 工作機械製造業

2022年1月 運輸業 (鉄道JR)

勤務先 株式会社ＩＨＩ 総務部（2021/4から）

兼業に関する取り組みが拡大中…
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運輸業
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◼ 大分類H 運輸業、郵便業には，鉄道，自動車，船舶，航空機又はその他の
運送用具による旅客，貨物の運送業，倉庫業，運輸に附帯するサービス業を
営む事業所並びに郵便物又は信書便物を送達する事業所が分類される。

◼ 中分類42 鉄道業 （←前回テーマ）
◼ 中分類43 道路旅客運送業
◼ 中分類44 道路貨物運送業
◼ 中分類45 水運業
◼ 中分類46 航空運輸業
◼ 中分類47 倉庫業
◼ 中分類48 運輸に付帯するサービス業
◼ 中分類49 郵便業(信書便事業を含む)
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運輸業
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◼中分類４６－航空運輸業
この中分類には，航空機により旅客又は貨物の運送を行う事業所及び航空機を使用して航空
運送以外の行為の請負を行う事業所が分類される。

◼ 460  管理，補助的経済活動を行う事業所（46航空運輸業）
4600 主として管理事務を行う本社等 主として航空運輸業の事業所を統括する本社等として，自企業の経

営を推進するための組織全体の管理統括業務，企画，運営，監督，人事，総務，財務，経理，広報，
法務，労務，資材の調達，販売促進等の現業以外の業務を行う事業所をいう。

○管理事務を行う本社・本所・本店・支社・支所
4609 その他の管理,補助的経済活動を行う事業所 主として航空運輸業における活動を促進するため，同一

企業の他事業所に対して，輸送，清掃，修理・整備，保安等の支援業務を提供する事業所をいう。
○自家用車庫；自家用修理工場；自家用補修所；自家用倉庫

◼ 461  航空運送業
4611 航空運送業 航空機により旅客又は貨物の運送を行う事業所をいう。

○航空運送業

◼ 462  航空機使用業（航空運送業を除く）
4621 航空機使用業（航空運送業を除く） 航空機を使用して，主として請負により航空運送以外の薬剤散

布，宣伝広告，魚群探見，空中写真測量などを行う事業所をいう。
○航空機使用業
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空運業 （Yahooファイナンスより）
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◼ 日本航空(株) （東証PRM、9201）

国内、国際線で２位。傘下にＬＣＣジップエア、中国、豪州系も。マイ
レージなど非航空注力（IFRS）

◼ ＡＮＡホールディングス(株) （東証PRM、9202）

国内線、国際線ともに首位。傘下にＬＣＣのピーチ。就航地の積極拡大は
様子見。貨物を強化

◼ スカイマーク(株) （東証GRT、9204）

国内第３位の中堅航空会社。羽田発着の国内線に強み。民事再生手続きを
経て、２２年末再上場

◼ (株)スターフライヤー （東証STD、9206）

北九州拠点の新興航空。出張需要主体で高単価。座席広めと独自戦略。ア
ジアで近距離国際線も

◼ (株)パスコ （東証STD 、9232）

セコム傘下の航空測量最大手。公共測量依存からの脱却掲げ、衛星測量、
海外事業再構築を企図

◼ アジア航測(株) （東証STD、9233）

航空測量３位。ＧＩＳ（地理情報システム）等の情報システムとコンサル
が柱。官公庁向けが過半

Yahooファイナンス 業種別銘柄一覧 空運業
https://finance.yahoo.co.jp/search/qi/?ids=5150&page=1

https://finance.yahoo.co.jp/search/qi/?ids=5150&page=1


２．分析会社の紹介
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(B)日本航空

2019年度
売上高 :   1,487,261
営業利益 :   176,160
純利益 :    150,807

2019年度
総資産 : 2,030,328

（B）スターフライヤー

2019年度
売上高 :   39,937
営業利益 :  1,264
純利益 :   513

2019年度
総資産 : 28,087

航空運送業3社の比較

9GMOクリック証券 ： https://www.click-sec.com/

(A)ANAホールディングス

■：売上高
■：営業利益
■：純利益

2019年度
売上高 :  2,058,312
営業利益 :  165,019
純利益 :    110,777

2019年度
総資産 : 2,687,122

https://www.click-sec.com/
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(C)アジア航測

2019年度
売上高 :   28,480
営業利益 :  1,346
純利益 :  1,080

2019年度
総資産 : 24,683

（B）スターフライヤー

2019年度
売上高 :   39,937
営業利益 :  1,264
純利益 :   513

2019年度
総資産 : 28,087

今回対象会社3社の比較

10GMOクリック証券 ： https://www.click-sec.com/

(A)ANAホールディングス

■：売上高
■：営業利益
■：純利益

2019年度
売上高 :  2,058,312
営業利益 :  165,019
純利益 :   110,777

2019年度
総資産 : 2,687,122

https://www.click-sec.com/
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ANA HD (9202) スターフライヤー (9206) アジア航測 (9233)

所在地 東京都港区東新橋1-
5-2 汐留ｼﾃｨｾﾝﾀｰ

北九州市小倉南区空港
北町６

川崎市麻生区万福寺1-
2-2新百合21ビル

特色 国内線、国際線とも
に首位。傘下にＬＣ
Ｃのピーチ。就航地
の積極拡大は様子見。
貨物を強化

北九州拠点の新興航空。
出張需要主体で高単価。
座席広めと独自戦略。
アジアで近距離国際線
も

航空測量３位。ＧＩＳ
（地理情報システム）
等の情報システムとコ
ンサルが柱。官公庁向
けが過半

設立 1952年12月27日 2002年12月17日 1949年12月15日

資本金 467,601百万円 1,393百万円 1,674百万円

売上高 1,020,324百万円 21,131百万円 33,674百万円

経営利益 ▲184,935百万円 ▲6,054百万円 2,744百万円

従業員数(連結) 41,016人 747人 1,587人

平均年収(年齢) 4,950千円(45.0歳) 5,000千円(37.9歳) 7,330千円(44.6歳)

Yahooファイナンスより



(1)ＡＮＡホールディングス㈱
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ANAホールディングス㈱
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◼ 航空事業
◼ 全日本空輸株式会社、ＡＮＡウイングス株式会社、株式会社エアージャパン、Peach Aviation株式会社が航空事業を

行っています。
◼ 子会社５社及び関連会社３社が含まれており、うち子会社４社を連結、関連会社１社に持分法を適用しています。

◼ 航空関連事業
◼ ＡＮＡ大阪空港株式会社、ＡＮＡエアポートサービス株式会社、ＡＮＡテレマート株式会社及びＡＮＡベースメンテ

ナンステクニクス株式会社他は、顧客に対する空港での各種サービス提供、電話による予約案内、航空事業で運航さ
れる航空機への整備作業の役務提供等を行っています。空港地上支援業務や整備作業等の役務は、持分法を適用する
航空事業の会社や、当企業集団以外の国内外の航空会社を顧客としても行っています。

◼ 子会社41社及び関連会社５社が含まれており、うち子会社30社を連結、関連会社２社に持分法を適用しています。

◼ 旅行事業
◼ ＡＮＡ Ⅹ株式会社が全日本空輸株式会社の航空券等を組み込んだ「ＡＮＡトラベラーズ」ブランドのパッケージ旅行

商品等の企画及び販売を行っています。
◼ 海外ではANA Sales Americas他が、国内会社が販売したパッケージ商品の旅行者に対して到着地での各種サービス

の提供を行うとともに、航空券や旅行商品の販売等を行っています。
◼ 子会社７社及び関連会社３社が含まれており、うち子会社５社を連結、関連会社１社に持分法を適用しています。

◼ 商社事業
◼ 全日空商事株式会社を中心とする子会社が、主に航空関連資材等の輸出入及び店舗・通信販売等を行っています。こ

れらの物品の販売は、当企業集団内の子会社・関連会社を顧客としても行われています。
◼ 子会社71社及び関連会社２社が含まれており、うち子会社８社を連結しています。

◼ その他
◼ ビル管理、人材派遣等の事業を行っています。ＡＮＡスカイビルサービス株式会社はビルメンテナンスを、ＡＮＡビ

ジネスソリューション株式会社は人材派遣等を行っています。
◼ 子会社10社及び関連会社28社が含まれており、うち子会社８社を連結、子会社１社及び関連会社９社に持分法を適用

しています。
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ANAホールディングス㈱
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https://www.ana.co.jp/group/
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年月 沿革

1952年12月 第２次世界大戦により壊滅したわが国の定期航空事業を再興することを目的に、日本ヘリコプター輸送株式会社（資本金１億５千万円）を設立

1953年２月 ヘリコプターを使って営業開始

〃 ５月 不定期航空運送事業免許取得

〃 10月 定期航空運送事業免許取得

〃 12月 東京－大阪間の貨物輸送をはじめとして逐次営業路線を拡大

1955年11月 ダグラスＤＣ－３型機導入

1957年12月 社名を全日本空輸株式会社と変更

1958年３月 極東航空株式会社と合併（新資本金６億円）

1960年７月 バイカウント744型機導入

1961年６月 フレンドシップＦ－27型機及びバイカウント828型機導入

〃 ８月 大阪航空ビルディング株式会社（全日空ビルディング株式会社に商号変更、現連結子会社・ＡＮＡファシリティーズ株式会社）設立

〃 10月 東京、大阪証券取引所市場第二部に上場

1963年11月 藤田航空株式会社を吸収合併（新資本金46億５千万円）

1965年３月 ボーイング727型機導入

〃 ７月 オリンピアＹＳ－11型機導入

1969年５月 ボーイング737型機導入

1970年10月 全日空商事株式会社（現連結子会社）設立

〃 10月 全日空整備株式会社（現連結子会社・ＡＮＡベースメンテナンステクニクス株式会社）設立

1971年２月 国際線不定期便運航開始（東京－香港）

1972年８月 東京、大阪両証券取引所（現東京証券取引所）市場第二部から市場第一部に上場

1973年12月 ロッキードＬ－1011型機導入

1974年３月 日本近距離航空株式会社（エアーニッポン株式会社に商号変更、2012年４月に提出会社と合併）設立

1978年８月 株式会社ハローワールド（現連結子会社・ＡＮＡあきんど株式会社）の株式を取得

〃 ９月 日本貨物航空株式会社を設立（2005年８月 経営より離脱）

〃 12月 ボーイング747型機導入

1983年６月 ボーイング767型機導入

1986年３月 国際定期便を運航開始（東京－グアム）

1989年11月 全日空ビルディング株式会社（現連結子会社・ＡＮＡファシリティーズ株式会社）が大阪証券取引所市場第２部に上場（2005年９月に上場廃
止）

1990年６月 ワールドエアーネットワーク株式会社（現連結子会社・株式会社エアージャパン）設立

1991年３月 エアバスＡ320型機導入

〃 10月 ロンドン証券取引所に上場（2017年１月に上場廃止）

1995年12月 ボーイング777型機導入

1998年３月 エアバスＡ321型機導入
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年月 沿革

1999年４月 全日空商事株式会社（現連結子会社）旅行サービス部門を分離独立させ全日空スカイホリデー株式会社（ＡＮＡセールス株式会社に商号変更、現
連結子会社・ＡＮＡあきんど株式会社）設立

〃 10月 「スターアライアンス」に正式加盟

2001年４月 株式会社エアーニッポンネットワーク（現連結子会社・ＡＮＡウイングス株式会社）設立

2003年４月 全日空スカイホリデー株式会社、全日空ワールド株式会社、全日空トラベル株式会社、株式会社ＡＮＡセールスホールディングスの４社を合併し、
全日空セールス＆ツアーズ株式会社（ＡＮＡセールス株式会社に商号変更、現連結子会社・ＡＮＡあきんど株式会社）を設立

2004年８月 エアーネクスト株式会社（現連結子会社・ＡＮＡウイングス株式会社）設立

〃 11月 中日本エアラインサービス株式会社（エアーセントラル株式会社に商号変更、現連結子会社・ＡＮＡウイングス株式会社）を子会社化
2006年２月 株式会社ＡＮＡ＆ＪＰエクスプレス（現連結子会社・株式会社エアージャパン）設立

2007年６月
2008年７月
2009年４月
2010年７月
〃 10月

ホテル事業関連子会社14社の全株式とその他関連資産をグループ外に一括譲渡
ボーイング767－300BCF（ボーイング・コンバーテッド・フレイター）導入
海外新聞普及株式会社（現連結子会社・株式会社ＯＣＳ)を連結子会社化
連結子会社の株式会社エアージャパン（存続会社）、株式会社ＡＮＡ＆ＪＰエクスプレスを合併
連結子会社の株式会社エアーニッポンネットワーク（存続会社、ＡＮＡウイングス株式会社に商号変更）、エアーネクスト株式会社並びにエアー
セントラル株式会社の３社を合併
連結子会社のＡＮＡセールス株式会社（存続会社、現連結子会社・ＡＮＡあきんど株式会社）、ＡＮＡセールス北海道株式会社、ＡＮＡセールス
九州株式会社並びにＡＮＡセールス沖縄株式会社の４社を合併

2011年８月 エアアジア・ジャパン株式会社（バニラ・エア株式会社に商号変更）設立
〃 11月 ボーイング787型機導入

2012年４月 提出会社（存続会社）、連結子会社のエアーニッポン株式会社を合併
2013年４月 社名をＡＮＡホールディングス株式会社と変更

航空運送事業等を100％出資の子会社である全日本空輸株式会社（ＡＮＡホールディングス株式会社から商号変更）に吸収分割

2014年４月 連結子会社のＡＮＡロジスティクサービス株式会社（存続会社、株式会社ＡＮＡ Ｃａｒｇｏに商号変更）、株式会社ＡＮＡ Ｃａｒｇｏを合併
2015年12月 提出会社（存続会社）、連結子会社の株式会社ウィングレットを合併
2016年４月 株式会社エアー沖縄（現連結子会社・ＡＮＡ沖縄空港株式会社）を連結子会社化
2017年４月 Peach Aviation株式会社を連結子会社化
2019年５月 エアバスＡ380型機導入
〃 10月 連結子会社のPeach Aviation株式会社とバニラ・エア株式会社が事業統合

2020年４月 avatarin株式会社設立
2021年３月 バニラ・エア株式会社が会社清算

〃 ４月 連結子会社のＡＮＡセールス株式会社（ＡＮＡあきんど株式会社に商号変更）旅行事業をＡＮＡ Ｘ株式会社に吸収分割
2022年４月 東京証券取引所プライム市場に上場
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ANAグループ企業情報

(百万円)

https://www.ana.co.jp/group/
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ANAグループ企業情報
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(2)㈱スターフライヤー
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㈱スターフライヤー

25会社概要 | 企業情報 | スターフライヤー (starflyer.jp)

https://www.starflyer.jp/starflyer/corporate/outline.html
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年月 事業の変遷

2002年12月 航空運送事業への新規参入を目的として、兵庫県神戸市中央区に神戸航空株式会社を設立

2003年５月 商号を株式会社スターフライヤーに変更

2003年12月 本社を福岡県北九州市小倉南区（旧北九州空港）に移転、本店移転登記

2005年６月 本社を福岡県北九州市小倉北区に移転、本店移転登記

2005年８月 関東地区営業拠点として東京事務所（現東京支店）開設、支店登記

2005年12月 エアバス社製Ａ320型機（１号機）導入

2006年１月 国土交通省より航空運送事業についての事業許可証を取得

2006年３月 国内線定期便運航開始（北九州－羽田線就航）［新しく移転した北九州空港開港と同時就航］

2007年６月 全日本空輸株式会社と北九州－羽田線共同運航（コードシェア）開始

2007年９月 関西国際空港乗り入れ開始（関西－羽田線就航）

2008年８月 貨物運送事業を開始

2008年10月 航空券の予約・受付等のコールセンター業務を主たる事業とする株式会社スターフライヤービジネスサービスを100％子会社として設立

2009年３月 北九州空港における済州航空（韓国）の国際定期旅客便（北九州－仁川線）の空港ハンドリング業務（注）を受託

2009年９月 国土交通省よりエアバス社製Ａ320型機の連続式耐空証明を取得

2010年７月 東京支店を東京都大田区（東京国際空港（羽田））に移転、支店登記廃止

2010年11月 本社を福岡県北九州市小倉南区（現北九州空港）に移転、本店移転登記

2010年12月 東京国際空港（羽田）における海外航空会社の国際線旅客ハンドリング業務を主たる事業とする株式会社スターフライヤーフロンティアを100％
子会社として設立

2011年２月 羽田空港におけるデルタ航空（米国）の国際定期旅客便（羽田－デトロイト線等）の空港ハンドリング業務を受託

2011年７月 福岡空港乗り入れ開始（福岡－羽田線就航）

2011年12月 東京証券取引所市場第二部へ株式上場

2012年３月 国土交通大臣より指定本邦航空運送事業者に指定

2012年７月 金海国際空港（韓国）乗り入れ開始（北九州－釜山線就航）

2012年10月 トレーニングセンター（シミュレーター及び客室モックアップ）運用開始

2012年12月 初の自社購入機（エアバス社製Ａ320型機）導入

2013年10月 福岡－関西線就航

2014年１月 ＳＦＪメンテナンスセンター（格納庫）使用開始

2014年２月 福岡－関西線運休

2014年３月 北九州－釜山線運休

2014年３月 福岡－中部線就航

2014年10月 山口宇部－羽田線就航

2016年10月 株式会社スターフライヤーフロンティア解散

2017年７月 北九州－那覇線就航（期間限定）

2018年10月 北九州－台北線、中部－台北線就航

2022年４月 東京証券取引所の市場区分の見直しにより、東京証券取引所の市場第二部からスタンダード市場に移行
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◼ アジア航測、子会社14社及び関連会社５社で構成され、主に中央官
庁、地方公共団体及び電力会社等の公益事業体各社を主要顧客とし国
内外で営業展開している。

◼ 空間情報コンサルタント事業の単一セグメントであり、事業区分別に
記載している。各事業の主な商品・サービスは次のとおり。

◼ 社会インフラマネジメント事業：
道路、鉄道、その他公共施設等のインフラマネジメント、行政
支援サービス、エネルギー関連ビジネス等。

◼ 国土保全コンサルタント事業
河川・砂防、森林・林業支援、土壌・地下水汚染対策、環境保
全、災害復興再生等の各種コンサルティング等。
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年月 沿革

1954年２月 東京都港区田村町五丁目４番地に資本金5,000万円をもってアジア航空測量株式会社を設立。

1954年10月 作業所を東京都世田谷区弦巻三丁目594番地に設置。

1956年２月 運輸省（現 国土交通省）より航空機使用事業免許を受け、自社運航開始。本社を東京都港区田村町五丁目７番地へ移転。

1958年９月 福岡出張所（現 福岡支店）設置。

1960年９月 大阪出張所（現 大阪支店）設置。

1961年５月 倍額増資、資本金１億円となる。

1962年４月 名古屋出張所（現 名古屋支店）設置。

1963年６月
株式額面金額を変更するため、アジア航測株式会社（旧商号 梅北精機株式会社 1949年12月設立）を形式上の存続会社として合併、資本金
１億50万円となる。

1963年10月 半額増資、資本金１億5,075万円となる。

1964年２月 3,000万円増資、資本金１億8,075万円となる。

1964年２月 東京証券取引所市場第二部に株式上場。

1964年12月 本店を東京都世田谷区弦巻三丁目594番地へ移転。

1967年11月 仙台営業所（現 仙台支店）設置。

1969年７月 １億1,925万円増資、資本金３億円となる。

1978年２月 ２億円増資、資本金５億円となる。

1981年８月 厚木技術センター開設。

1982年10月 本店新社屋を東京都世田谷区弦巻に竣工。

1984年２月 ７億7,200万円増資、資本金12億7,200万円となる。

1986年12月 定款の一部を変更し、事業目的の一部を変更及び追加。

1989年12月 本店を東京都新宿区新宿四丁目２番18号新宿光風ビルへ移転。

1998年10月 品質マネジメントシステムの国際標準「ISO 9001」を認証取得。

2003年11月 新百合技術センター開設。

2004年９月 環境マネジメントシステムの国際標準「ISO 14001」を認証取得。

2005年４月 情報セキュリティに関するJIPDEC ISMS認証基準（現「ISO/IEC 27001」）を認証取得。

2006年３月 復建調査設計株式会社と資本業務提携契約書を締結。

2006年９月 ティーディーシーソフトウエアエンジニアリング株式会社（現 ＴＤＣソフト株式会社）と業務提携契約書を締結。

2007年８月 株式会社オオバと業務提携に関する基本合意書を締結。

2008年６月
本店を東京都新宿区西新宿六丁目14番１号新宿グリーンタワービル（現在地）へ移転。
本社機能を神奈川県川崎市麻生区万福寺一丁目２番２号新百合トウェンティワン（現在地）へ移転。

2009年８月 日本国土開発株式会社と業務提携契約書を締結。

2009年９月 個人情報保護に関するJIPDEC「プライバシーマーク付与認定」（JIS Q 15001）を認証取得。

2011年６月 第三者割当により3,434千株の新株式を発行し、資本金16億7,377万８千円となる。
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年月 沿革

2012年10月 環境省より「エコ・ファースト企業」の認定を受ける。

2013年12月 西日本旅客鉄道株式会社と業務提携契約書を締結。

2014年３月 ITサービスマネジメントシステムの国際標準「ISO/IEC 20000-1」の認証取得。

2015年10月 １単元の株式数を1,000株から100株に変更。

2015年12月 監査等委員会設置会社に移行。

2016年８月 三井共同建設コンサルタント株式会社と資本業務提携契約書を締結。

2017年６月 アセットマネジメントの国際標準「ISO 55001」を認証取得。

2017年11月 国土強靭化貢献団体として「レジリエンス」を認証取得。

2020年４月 東京都東村山市、ＪＸＴＧエネルギー株式会社（現 ＥＮＥＯＳ株式会社）と共同で、東村山タウンマネジメント株式会社を設立。

2021年１月 千葉県富里市、綜合警備保障株式会社と共同で、合同会社とみさとエナジーを設立。

2021年６月 三菱電機株式会社はじめ衛星データを取り扱う６社共同で衛星データサービス企画株式会社の設立。

2021年７月 株式会社リアルグローブと業務提携及び資本提携契約書を締結。

2022年４月 東京証券取引所の市場区分の見直しにより、東京証券取引所の市場第二部からスタンダード市場に移行
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＜子会社の沿革＞

年月 沿革

1965年11月 関西アジア航測株式会社（現 株式会社ジオテクノ関西）設立。

1969年12月 三光アジア航測株式会社（現 サン・ジオテック株式会社）設立。

1970年10月 東北アジア航測株式会社（現 株式会社アドテック）設立。

1971年６月 中部アジア航測株式会社（現 株式会社中部テクノス）設立。

1975年10月 北関東アジア航測株式会社（現 株式会社プライムプラン）設立。

1976年11月 株式会社東北アジアコンサルタント（現 株式会社タックエンジニアリング）設立。

1977年４月 北海道アジアコンサルタント株式会社（現 株式会社ユニテック）設立。

1978年４月 四国航測株式会社（現 株式会社四航コンサルタント）設立。

1980年10月 北陸アジア航測株式会社設立。

1990年４月 株式会社シー・エム・シー設立。

1993年４月 株式会社グランパス設立。

2000年10月 北関東コンサルタント株式会社設立。

2002年10月 株式会社プライムプランが北関東コンサルタント株式会社を吸収合併。

2004年１月
株式会社中部テクノスが株式会社岐阜テクノス（旧 株式会社グランパス）及び北陸ジオコンサル株式会社（旧 北陸アジア航測株式会
社）の２社を吸収合併。

2007年10月 株式会社ジオテクノ関西が株式会社シー・エム・シーを吸収合併。

2013年10月 Asia Air Survey Myanmar Co., Ltd.設立。

2018年５月 株式会社未来共創研究所設立。

2019年６月 株式会社テクノス及び株式会社エコロジーサイエンスの全株式を取得し、子会社化。

2020年４月 株式会社村尾技建の全株式を取得し、子会社化。

2020年11月 クロスセンシング株式会社設立。
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企業名 着目した経営指標 特徴、強み、経営課題など

その他 気づき・疑問点など



ご清聴ありがとうございました。

中小企業診断士 竹迫 純一

連絡先 ： junichi.takesako@gmail.com
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